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津波防災地域づくりに関する津波防災地域づくりに関する
取組状況ついて

国土交通省

平成２６年５月１９日

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



１．津波浸水想定 -設定に向けた取り組み-
【これまでの取り組み】

第一ブロック
第二ブロック

○ 津波浸水想定の設定の手引き（平成２４年２月）

・ 水管理・国土保全局・国総研海岸研究室において作成、更新

○ 津波浸水想定に係る相談窓口（平成２４年２月）

水管理 国土保全局海岸室 国総研海岸研究室に開設

第四ブロック

・ 水管理・国土保全局海岸室・国総研海岸研究室に開設

○ 津波浸水想定に係る地方ブロック別意見交換会（平成２４年４月～）

・ 全国の沿岸を１０のブロックに区分（右図）

・ 各ブロック毎に地方整備局等が中心となり 都道府県と意見交換を

第七ブロック

・ 各ブロック毎に地方整備局等が中心となり、都道府県と意見交換を
実施（本省、国総研も参加）

・ 浸水域等に齟齬が生じないよう、広域的な観点から技術的な課題
等を検討 等

津波防災 す 懇談会 第 を 催 成 年
第三ブロック

第五ブロック

○ 津波防災に関する懇談会（第１回）を開催（平成２６年２月）

・ 津波の陸域遡上の検討など、「津波浸水想定の手引き」について総
合的な検討を実施

ブ ク名 開催 ブ ク名 開催

平成２５年度 ブロック意見交換会開催実績

第六ブロック

第八ブロック

第九ブロック

ブロック名 開催日 ブロック名 開催日

第１ブロック 平成25年11月
（第2ブロック合同）

第６ブロック 平成26年3月

第２ブロック 平成25年11月
（第1ブロック合同）

第７ブロック 平成25年9月
（日本海沿岸合同）

第十ブロック

（第 合 ） （ 本海沿岸合 ）
平成26年1月

第３ブロック 平成26年1月 第８ブロック 平成25年11月

第４ブロック 平成25年9月
（日本海沿岸合同）

第９ブロック 平成25年7月
（第10ブロック合同）（日本海沿岸合同）

平成25年1月
（第10ブロック合同）
平成26年1月
（日本海沿岸合同）

第５ブロック 平成25年6月 第10ブロック 平成25年7月
（第10ブロック合同） 1



１．津波浸水想定 -設定状況-

設定済みの府県名 設定日設定済みの府県名 設定日

茨城県 平成２４年８月

青森県（下北八戸沿岸の一部） 平成２４年１０月

徳島県 平成２４年１２月

高知県 平成２４年１２月

宮崎県 平成２５年２月

青森県 （陸奥湾沿岸及び下北八
戸沿岸の残部）

平成２５年２月

熊本県 平成２５年４月

香川県 平成２５年４月

広島県 平成２５年４月

岡山県 平成２５年４月

日本海側は未設定

和歌山県 平成２５年４月

愛媛県 平成２５年６月

大阪府 平成２５年８月

静岡県（伊豆半島沿岸の一部 駿
東北地方太平洋沖地震

静岡県（伊豆半島沿岸の 部、駿
河湾沿岸、遠州灘沿岸）

平成２５年１１月

山口県（瀬戸内海沿岸） 平成２６年１月

大分県 平成２６年３月

兵庫県（神戸、阪神、播磨、淡路地
平成２６年３月

津波断層パラメータ
（内閣府／ H24.3.1 公表）

首都直下地震モデル検討会の

全国 府県に 設定済

区）
平成２６年３月

長崎県 平成２６年４月

首都直下地震モデル検討会の
相模トラフの津波断層モデル
（内閣府／H25.12.19公表）

全国で１７府県にて設定済み

※ 設定日は「津波防災地域づくりに関する法律」第８条第４
項に基づく国土交通大臣への報告日による 2

南海トラフ巨大地震モデル検討会（第二次報告）の
南海トラフの巨大地震の津波断層モデル

（内閣府／H24.8.29公表）



○目的

１．津波浸水想定-「日本海における大規模地震に関する調査検討会」について－

○目的
関係道府県が防災対策において想定する津波の検討に資するよう、これまでに日本海で発生した地

震に関する科学的な研究成果や既往の知見を幅広く整理、分析し、津波の発生要因となる大規模地

震に関する基礎調査（断層モデルのパラメーター設定等）を国として行う。

○検討体制及び内容
【検討会】 ＷＧの検討方針の承認、津波浸水予測に必要となる断層パラメータ（位置・長さ・幅・傾斜角等）の評価
【海底 】 産業技 総 究 等 構造探査結 を解析 パ を 定【海底断層ＷＧ】 産業技術総合研究所等の構造探査結果を解析し、断層パラメータ（案）を設定

3日本海で発生した津波の推定波源域分布図 断層モデルのパラメータ（概念図）

（出典） 第４回日本海における大規模地震における調査検討会」資料 （出典） 津波浸水想定の設定の手引き



○委員

１．津波浸水想定 ［参考］「日本海における大規模地震に関する調査検討会」について

阿部 勝征（座長） 東京大学名誉教授
海野 徳仁 東北大学大学院理学研究科附属地震・噴火予知研究観測センター長・教授
岡村 行信 独立行政法人産業技術総合研究所活断層・地震研究センター長
鷺谷 威 名古屋大学減災連携研究センター教授鷺谷 威 名古屋大学減災連携研究センタ 教授
佐竹 健治（副座長） 東京大学地震研究所教授
谷岡 勇市郎 北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センター長・教授
西上 欽也 京都大学防災研究所附属地震予知研究センター教授
平川 臣 北海道大学名誉教授平川 一臣 北海道大学名誉教授
佐藤比呂志 東京大学地震研究所地震予知研究センター教授
藤山 秀章 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（調査・企画担当）
横田 崇 気象庁東京管区気象台長
森澤 敏哉 文部科学省研究開発局地震・防災研究課長
五道 仁実 国土交通省水管理・国土保全局海岸室長

○開催状況○開催状況
第1回 平成25年1月 8日 設置、既往の調査研究成果の紹介
第2回 平成25年2月13日 既往の調査研究成果の紹介
第3回 平成25年3月14日 進行中の調査研究の紹介
第4回 平成25年8月26日 海底断層WGの設置 検討スケジ ル等第4回 平成25年8月26日 海底断層WGの設置、検討スケジュール等
第5回 平成26年1月14日 海底断層WGの検討状況について（佐渡島以北の断層の検討状況）
第6回 平成26年2月20日 海底断層WGの検討状況について（佐渡島以西の断層の検討状況）
第7回 平成26年3月25日 海底断層WGの検討状況について（断層パラメータの設定について）
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２．推進計画 -静岡県 焼津市・浜松市の作成事例-

焼津市 推進計

○ 静岡県焼津市では、平成２５年３月に津波法第１１条に基づき、焼津市津波防災地域づくり推

進計画策定協議会を設置

焼津市の推進計画

進計画策定協議会を設置

○ 協議会の構成員は、焼津市、学識経験者、市民代表（自治会連合会）、静岡県、中部地方整備

局

○ ４回の協議会とパブリ クコメント手続きを経て 全国で初めて津波法に基づく推進計画を作成○ ４回の協議会とパブリックコメント手続きを経て、全国で初めて津波法に基づく推進計画を作成

（平成２６年３月１４日）

○ 静岡県浜松市 は 平成 年 月に津波法第 条に基づき 浜松市津波防災地域づくり推

浜松市の推進計画

○ 静岡県浜松市では、平成２５年９月に津波法第１１条に基づき、浜松市津波防災地域づくり推

進協議会を設置

○ 協議会の構成員は、浜松市、学識経験者、市民代表（自主防災隊連合会、PTA連絡協議会）、

静岡県 中部地方整備局静岡県、中部地方整備局

○ ４回の協議会と住民説明会を経て、津波法に基づく推進計画を作成（平成２６年４月１日）
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２．推進計画 [参考]静岡県焼津市の推進計画の概要

出典：焼津市ＨＰ
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２．推進計画 [参考]静岡県浜松市の推進計画の概要

出典：浜松市ＨＰ
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２．推進計画 -作成に向けた取り組み（宮崎県、沿岸市町、九州地整） -

○ 宮崎県、沿岸市町、九州地方整備局は、「宮崎県沿岸津波防災地域づくりに関する推進計画策○ 宮崎県、沿岸市町、九州地方整備局は、 宮崎県沿岸津波防災地域づくりに関する推進計画策
定連絡会」を平成２５年２月に設置

○ モデル地区（宮崎市、日向市）におけるケーススタディなどを実施
○ 市町が推進計画を作成するにあたり、事業・事務を検討する際の参考となるよう、同連絡会の

○ 宮崎県沿岸津波防災地域づくりに関する推進計画策定連絡会

検討報告書を平成２６年３月に取りまとめたところ

・ 宮崎県沿岸１ ０市町の防災、土木、都市計画部局
（宮崎市、延岡市、日南市、日向市、串間市、高鍋町、新富町、
川南町、都農町、門川町）

・ 国土交通省九州地方整備局

・ 宮崎県県土整備部、危機管理局、農政水産部
（事務局：宮崎県、国土交通省九州地方整備局）

第2回開催時の状況（平成25年7月4日） 宮崎日日新聞（平成25年2月21日 ）

【検討内容の例（日向市を対象としたケーススタディ）】

モデル地区の現状を把握し
市が提案するソフト・ハード対策について課題を整理

提案１．海岸施設の粘り強い構造化等
提案３

【検討 容 例（ 市を対象 ィ）】

提案 海岸施設 粘り強 構造化等

提案２．急傾斜施設を活用した避難路整備

提案３．現状ではＬ２津波に対して安全な場所への避難が困難と想定
される細島港周辺の避難対策

提案４．現状ではＬ２津波に対して安全な場所への避難が困難と想定
提案２

提案 現状 津波 対 安 な場所 避難 困難 想定
される小倉ヶ浜海岸の背後地におけるＬ２津波浸水軽減対策

※ 提案内容は連絡会の議論のためにケーススタディ用として作成したものであり、各事業の実施を前提としたものではありません。

提案４

8



３．津波災害警戒区域 -徳島県の指定事例-

○徳島県は、津波防災地域づくり法に基づく、「津波災害警戒区域」を指定（全国初）○徳島県は、津波防災地域づくり法に基づく、 津波災害警戒区域」を指定（全国初）
（平成２５年１１月２５日に指定案を公表。約３ヶ月の周知期間の後、平成２６年３月１１日に公示）

○津波災害警戒区域の指定により、基準水位（津波浸水想定に定める浸水深に、建築物等の
衝突によるせき上げ高さを考慮した水位）が示され、避難する上で有効な高さが明確になる。

徳島市（全体） 一部拡大 ※10mメッシュ

※出典：徳島県資料 9



３．津波災害警戒区域 -静岡県の検討事例-

○静岡県 は 津波災害警戒区域等 指定を円滑に進められるよう 区域 指定基準○静岡県では、津波災害警戒区域等の指定を円滑に進められるよう、区域の指定基準
や指定手続に関する手引きの策定を検討中。

○手引きの策定にあたり、適切かつ公正な法律の運用と、手続の透明性等を図るため、
「静 県津波災害警戒 域指定検討委員会 を設「静岡県津波災害警戒区域指定検討委員会」を設置。

構成員

委員長 福和 伸夫 （名古屋大学減災連携研究センター長・教授）

委 員 牛山 素行 （静岡大学防災総合センター 副センター長・教授）

構成員

柄谷 友香 （名城大学都市情報学部 准教授）

原田 賢治 （静岡大学防災総合センター 准教授）

五十嵐 崇博（国土交通省中部地方整備局河川部長）

北川 雅己 （焼津市危機管理部長） ［第１回開催時点］

検討状況

○平成２６年２月１４日 第１回静岡県津波災害警戒区域指定検討委員会を開催。

○平成２６年５月頃に 第２回検討委員会を開催予定

検討状況

○平成２６年５月頃に、第２回検討委員会を開催予定。

○平成２６年度中に手引きを作成し、調整が整った市町から順次指定予定。
10



４．津波防災地域づくりの今後の取組について

【津波浸水想定の設定について】【津波浸水想定の設定について】

＜現状＞

・これまで１７の都府県で津波浸水想定が設定されている。これまで１７の都府県で津波浸水想定が設定されている。

・日本海側及び相模トラフ沿い等の都道府県において、津波浸水想定の設定が進められている。

＜今後の取組＞

○日本海側の道府県について

・津波浸水想定の設定には断層モデルの設定が必要なため、「日本海における大規模地震に関
する調査検討会」を内閣府、文部科学省と共同で平成25年1月から開催し、検討しているところ。
できるだけ速やかに成果を取りまとめたい。

○相模トラフ沿いの都県について

中央防災会議において 平成25年12月19日『首都直下地震の被害想定とその対策に いて（・中央防災会議において、平成25年12月19日『首都直下地震の被害想定とその対策について（
最終報告書）』の公表とあわせ、相模トラフの断層モデルを公表。

・これを受け、平成26年1月22日、東京都・神奈川県・千葉県・茨城県・静岡県とブロック会議を開
催し 断層モデルの扱い等を議論 現在 各都県において津波浸水想定を設定しているところ催し、断層モデルの扱い等を議論。現在、各都県において津波浸水想定を設定しているところ。

○その他の県について

・津波浸水想定の早期の設定のため 引き続き ブロック会議等で調整を行うと共に 個別に設津波浸水想定の早期の設定のため、引き続き、ブロック会議等で調整を行うと共に、個別に設
定に関する技術支援を行う。
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４．津波防災地域づくりの今後の取組について

【推進計画の作成について】【推進計画の作成について】
＜現状＞

・推進計画を作成するにあたり、避難路、避難施設等、円滑な避難の確保のための施設の整
備及び管理に関する事項を定める上で参考となる技術的助言として、「津波防災まちづくりの備及び管理 関する事項を定 る 参考 なる技術的助言 し 、 津波防災まち くり
計画策定に係る指針」を策定（平成２５年６月２０日）

・静岡県焼津市及び浜松市において、津波防災地域づくり法に基づく推進計画を作成
（焼津市作成：平成２６年３月１４日、浜松市作成：平成２６年４月１日）

＜今後の取組＞

・市町村に対し制度の周知と機運の醸成を図るため、ブロック会議や意見交換会等を活用し、
制度の解説や、推進計画作成の取組の先進事例の紹介等を行う。制度 解説や、推進計画作成 取組 先進事例 紹介等を行う。

・推進計画作成の機運のある市町村等を対象とするワークショップやセミナーなどの開催を支
援する。

【津波災害警戒区域等の指定に いて】【津波災害警戒区域等の指定について】
＜現状＞

・徳島県において、津波防災地域づくり法に基づく、「津波災害警戒区域」を全国で初めて指定
成 指定 約 後 成（平成２５年１１月２５日に指定案を公表。約３ヶ月の周知期間の後、平成２６年３月１１日公示）

＜今後の取組＞

・地域の合意形成を支援するため、津波浸水想定を設定した府県の関係市町村を対象に、意
見交換会を平成26年4月より順次開催。

・津波到達予想時間が短く避難が困難な地域における警戒避難体制の検討を支援するため、
有識者の意見も踏まえ、避難確保計画のあり方を今年度中にとりまとめる予定。 12


